
 

 

 
 

 

 

 

 

 

令和５年度 中 間 財 務 諸 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和５年４月 １日 

至 令和５年９月３０日 

 

 

 

日 本 放 送 協 会 
 

  



 

 

 

目         次 
 

 

 

 

 

 

 中 間 財 産 目 録 ････････････････････････････････････････････････  １ 

 

 

 

 中 間 貸 借 対 照 表 ････････････････････････････････････････････････  ３ 

 

 

 

 中 間 損 益 計 算 書 ････････････････････････････････････････････････  ９ 

 

 

 

 中 間 資 本 等 変 動 計 算 書 ････････････････････････････････････････････････ １３ 

 

 

 

 中間キャッシュ・フロー計算書 ････････････････････････････････････････････････ １４ 

 

 

 

 中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、 

中間資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー 

     計算書に関する説明書   ････････････････････････････････････････････････ １５ 

 

 

 

 

 
（注）金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

目         次 
 

 

 

 

 

 

 中 間 財 産 目 録 ････････････････････････････････････････････････  １ 

 

 

 

 中 間 貸 借 対 照 表 ････････････････････････････････････････････････  ３ 

 

 

 

 中 間 損 益 計 算 書 ････････････････････････････････････････････････  ９ 

 

 

 

 中 間 資 本 等 変 動 計 算 書 ････････････････････････････････････････････････ １３ 

 

 

 

 中間キャッシュ・フロー計算書 ････････････････････････････････････････････････ １４ 

 

 

 

 中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、 

中間資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー 

     計算書に関する説明書   ････････････････････････････････････････････････ １５ 

 

 

 

 

 
（注）金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

中 間 財 産 目 録 
令和 5年 9月 30 日現在 

（ 協 会 全 体 ） 

科  目 
内         訳 

合  計 
摘        要 金  額 

   千円 千円 

（ 資 産 の 部 ）     

流 動 資 産      609,258,117 

現 金 及 び 預 金    80,066,014 

 現 金  755,757  

 預 金 定期預金ほか 79,310,257  

受 信 料 未 収 金    6,692,755 

 受 信 料 未 収 金  18,807,462  

 未収受信料欠損引当金 受信料未収金の収納不能見込額 △  12,114,707  

有 価 証 券    496,600,000 

  非政府保証債 6,500,000  

  地方債 1,100,000  

  事業債 55,000,000  

  譲渡性預金 434,000,000  

番 組 勘 定  未放送の番組に係る経費ほか  11,577,328 

前 払 費 用  設備保守費ほか  5,540,097 

未 収 金  国際放送関係交付金ほか  5,888,314 

その他の流動資産    2,893,605 

 仮 払 金 仮払消費税ほか 2,883,692  

 その他の流動資産 差入保証金ほか 9,912  

     

固 定 資 産      542,741,837 

有 形 固 定 資 産    404,745,932 

建 物    155,726,863 

 建 物 放送会館、放送所ほか 400,690,209  

 減価償却累計額  △ 244,963,345  

構 築 物    56,795,025 

 構 築 物 空中線設備ほか 188,050,953  

 減価償却累計額  △ 131,255,928  

機 械 及 び 装 置    109,105,198 

 機 械 及 び 装 置 放送設備ほか 786,109,284  

 減価償却累計額  △ 677,004,085  

車両及び運搬具    673,921 

 車両及び運搬具 中継車ほか 9,661,943  

 減価償却累計額  △   8,988,021  

器 具    2,783,339 

 器 具 事務用器具ほか 10,760,726  

 減価償却累計額  △   7,977,387  

土 地  放送会館、放送所ほか  53,889,648 

建 設 仮 勘 定  放送設備ほか  25,771,934 

無 形 固 定 資 産    13,644,321 

無 形 固 定 資 産    13,644,321 

 施 設 利 用 権 国際放送送信設備利用権ほか 1,084,275  

 ソ フ ト ウ ェ ア  7,938,454  

 ソフトウェア仮勘定  4,589,022  

 その他の無形固定資産 地上権 32,569  
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科  目 
内         訳 

合  計 
摘        要 金  額 

   千円 千円 
出資その他の資産    124,351,583 

長期保有有価証券    87,942,239 
  国債 11,761,474  

  非政府保証債 36,880,765  

  地方債 16,100,000  

  事業債 23,200,000  

出 資    11,875,075 
 関 係 会 社 出 資 ㈱ＮＨＫメディアホールディングスほか 11,321,775  
 そ の 他 の 出 資 ㈱海外通信・放送・郵便事業支援機構ほか 553,300  

長期前払費 用  設備保守費ほか  177,669 
前払年金費 用    21,054,931 
その他の出資その他の資産    3,301,667 

 差 入 保 証 金 賃借保証金ほか 3,301,667  
特 定 資 産      169,319,235 

建設積立資 産  建設資金積立金  169,319,235 
  政府保証債 5,900,000  
  非政府保証債 59,219,235  
  地方債 7,000,000  
  事業債 97,200,000  

     

資 産 合 計    1,321,319,189 

     
（ 負 債 の 部 ）     

流 動 負 債      240,015,421 

未 払 金  番組制作経費、設備整備経費ほか  48,378,885 
未 払 費 用    23,199,825 

 契 約 収 納 事 務 費  2,274,154  
 その他の未払費用 電力料、回線料ほか 20,925,671  

未払消費税 等    9,596,391 
受信料前受 金  翌期以降に属する受信料の収納額  156,192,514 
短期リース債務    494,455 
その他の流動負債    2,153,349 

 前 受 収 益 土地代ほか 46,632  
 預 り 金 源泉徴収所得税ほか 2,103,488  
 その他の流動負債 前受金 3,228  

固 定 負 債      158,881,423 
退職給付引当金    129,562,596 
役員退任引当金    91,030 
国際催事放送権料引当金    28,473,691 
長期リース債務    240,642 
その他の固定負債  低濃度ＰＣＢ廃棄物処理経費ほか  513,463 

     

負 債 合 計      398,896,844 
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中 間 貸 借 対 照 表 
令和 5年 9月 30 日現在 

（ 協 会 全 体 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

現 金 及 び 預 金  80,066,014  

受 信 料 未 収 金 18,807,462   

未収受信料欠損引当金 △   12,114,707 6,692,755  

有 価 証 券  496,600,000  

番 組 勘 定  11,577,328  

前 払 費 用  5,540,097  

未 収 金  5,888,314  

そ の 他 の 流 動 資 産      2,893,605  

流 動 資 産 合 計  609,258,117 46.1 

    

固 定 資 産    

有 形 固 定 資 産    

建 物 400,690,209   

減 価 償 却 累 計 額 △  244,963,345 155,726,863  

構 築 物 188,050,953   

減 価 償 却 累 計 額 △  131,255,928 56,795,025  

機 械 及 び 装 置 786,109,284   

減 価 償 却 累 計 額 △  677,004,085 109,105,198  

車 両 及 び 運 搬 具 9,661,943   

減 価 償 却 累 計 額 △    8,988,021 673,921  

器 具 10,760,726   

減 価 償 却 累 計 額 △    7,977,387 2,783,339  

土 地  53,889,648  

建 設 仮 勘 定      25,771,934  

有 形 固 定 資 産 合 計  404,745,932 30.7 

無 形 固 定 資 産    

無 形 固 定 資 産      13,644,321  

無 形 固 定 資 産 合 計  13,644,321 1.0 

出 資 そ の 他 の 資 産    

長 期 保 有 有 価 証 券  87,942,239  

出 資  11,875,075  

関 係 会 社 出 資 11,321,775   

そ の 他 の 出 資 553,300   

長 期 前 払 費 用  177,669  

前 払 年 金 費 用  21,054,931  

その他の出資その他の資産      3,301,667  

出資その他の資産合計     124,351,583 9.4 

固 定 資 産 合 計  542,741,837 41.1 

    

特 定 資 産    

建 設 積 立 資 産     169,319,235  

特 定 資 産 合 計     169,319,235 12.8 

資 産 合 計   1,321,319,189 100.0 
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科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

未 払 金  48,378,885  

未 払 費 用  23,199,825  

未 払 消 費 税 等  9,596,391  

受 信 料 前 受 金  156,192,514  

短 期 リ ー ス 債 務  494,455  

そ の 他 の 流 動 負 債       2,153,349  

流 動 負 債 合 計  240,015,421 18.2 

    

固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金  129,562,596  

役 員 退 任 引 当 金  91,030  

国際催事放送権料引当金  28,473,691  

長 期 リ ー ス 債 務  240,642  

そ の 他 の 固 定 負 債        513,463  

固 定 負 債 合 計     158,881,423 12.0 

負 債 合 計     398,896,844 30.2 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

承 継 資 本  163,375  

固 定 資 産 充 当 資 本  455,882,504  

剰 余 金  466,376,465  

建 設 積 立 金   169,319,235  

還 元 目 的 積 立 金  192,000,000  

繰 越 剰 余 金     105,057,230  

純 資 産 合 計     922,422,344 69.8 

負債純資産合計   1,321,319,189 100.0 
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（ 一 般 勘 定 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

現 金 及 び 預 金  80,066,014  

受 信 料 未 収 金 18,807,462   

未収受信料欠損引当金 △   12,114,707 6,692,755  

有 価 証 券  496,600,000  

番 組 勘 定  11,577,328  

前 払 費 用  5,540,097  

有料インターネット活用  153,340  

業 務 勘 定 短 期 貸 付 金    

受託業務等勘定短期貸付金     32,078  

未 収 金  5,004,500  

そ の 他 の 流 動 資 産      2,893,605  

流 動 資 産 合 計  608,559,721 46.1 

    

固 定 資 産    

有 形 固 定 資 産    

建 物 400,690,209   

減 価 償 却 累 計 額 △  244,963,345 155,726,863  

構 築 物 188,050,953   

減 価 償 却 累 計 額 △  131,255,928 56,795,025  

機 械 及 び 装 置 786,109,284   

減 価 償 却 累 計 額 △  677,004,085 109,105,198  

車 両 及 び 運 搬 具 9,661,943   

減 価 償 却 累 計 額 △    8,988,021 673,921  

器 具 10,750,776   

減 価 償 却 累 計 額 △    7,975,728 2,775,047  

土 地  53,889,648  

建 設 仮 勘 定      25,771,934  

有 形 固 定 資 産 合 計  404,737,640 30.7 

無 形 固 定 資 産    

無 形 固 定 資 産      13,644,321  

無 形 固 定 資 産 合 計  13,644,321 1.0 

出 資 そ の 他 の 資 産    

長 期 保 有 有 価 証 券  87,942,239  

出 資  11,875,075  

関 係 会 社 出 資 11,321,775   

そ の 他 の 出 資 553,300   

長 期 前 払 費 用  177,669  

前 払 年 金 費 用  21,054,931  

その他の出資その他の資産       3,301,667  

出資その他の資産合計     124,351,583 9.4 

固 定 資 産 合 計  542,733,545 41.1 

    

特 定 資 産    

建 設 積 立 資 産     169,319,235  

特 定 資 産 合 計     169,319,235 12.8 

資 産 合 計   1,320,612,502 100.0 
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科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

未 払 金  47,891,932  

未 払 費 用  23,199,825  

未 払 消 費 税 等  9,428,184  

受 信 料 前 受 金  156,192,514  

短 期 リ ー ス 債 務  492,266  

そ の 他 の 流 動 負 債       2,110,941  

流 動 負 債 合 計  239,315,666 18.2 

    

固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金  129,562,596  

役 員 退 任 引 当 金  91,030  

国際催事放送権料引当金  28,473,691  

長 期 リ ー ス 債 務  233,710  

そ の 他 の 固 定 負 債         513,463  

固 定 負 債 合 計     158,874,491 12.0 

負 債 合 計     398,190,157 30.2 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

承 継 資 本  163,375  

固 定 資 産 充 当 資 本  455,882,504  

剰 余 金  466,376,465  

建 設 積 立 金   169,319,235  

還 元 目 的 積 立 金  192,000,000  

繰 越 剰 余 金     105,057,230  

純 資 産 合 計     922,422,344 69.8 

負債純資産合計   1,320,612,502 100.0 
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（有料インターネット活用業務勘定） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

未 収 金         771,135  

流 動 資 産 合 計         771,135 98.9 

固 定 資 産    

有 形 固 定 資 産    

器 具 9,949   

減 価 償 却 累 計 額  △    1,658         8,291  

有 形 固 定 資 産 合 計          8,291  

固 定 資 産 合 計          8,291 1.1 

資 産 合 計         779,427 100.0 

    

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

一 般 勘 定 短 期 借 入 金  153,340  

未 払 金  486,927  

未 払 消 費 税 等        111,591  

短 期 リ ー ス 債 務  2,188  

そ の 他 の 流 動 負 債          18,447  

流 動 負 債 合 計        772,495 99.1 

 固 定 負 債    

長 期 リ ー ス 債 務       6,931  

固 定 負 債 合 計         6,931 0.9 

負 債 合 計        779,427 100.0 

    

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

欠 損 金  －  

繰 越 欠 損 金              －  

純 資 産 合 計              － － 

負債純資産合計        779,427 100.0 
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（ 受 託 業 務 等 勘 定 ） 

科      目 内 訳 金 額 構 成 比 

 千円 千円 ％ 

（ 資 産 の 部 ）    

流 動 資 産    

未 収 金           112,678  

流 動 資 産 合 計         112,678 100.0 

資 産 合 計         112,678 100.0 

    

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債    

一 般 勘 定 短 期 借 入 金  32,078  

未 払 金  25  

未 払 消 費 税 等  56,614  

そ の 他 の 流 動 負 債          23,959  

流 動 負 債 合 計         112,678 100.0 

負 債 合 計         112,678 100.0 

     

（ 純 資 産 の 部 ）    

資 本    

剰 余 金  －  

繰 越 剰 余 金              －  

純 資 産 合 計              － － 

負債純資産合計         112,678 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 
令和 5年 4月 1 日から 

令和 5年 9月 30 日まで 

（ 協 会 全 体 ） 

科      目 金      額 

経 
 
 

常 
 
 

事 
 
 

業 
 
 

収 
 
 

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入      349,220,647 

受 信 料 340,904,969  

交 付 金 収 入 1,815,789  

放送番組等有料配信収入 2,792,813  

副 次 収 入 2,325,007  

受 託 業 務 等 収 入 1,382,067  

経 常 事 業 支 出      317,340,579 

国 内 放 送 費 147,467,172  

国 際 放 送 費 9,466,429  

国内放送番組等配信費 5,296,292  

国際放送番組等配信費 1,118,794  

放送番組等有料配信費 1,367,733  

受 託 業 務 等 費 489,940  

契 約 収 納 費 19,673,432  

受 信 対 策 費 259,578  

広 報 費 2,892,202  

調 査 研 究 費 2,481,698  

給 与 55,654,775  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 22,968,196  

共 通 管 理 費 8,814,766  

減 価 償 却 費 34,587,046  

未収受信料欠損償却費 4,802,518  

経 常 事 業 収 支 差 金          31,880,068 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入           4,655,020 

財 務 収 入 1,535,036  

雑 収 入 3,119,983  

経 常 事 業 外 支 出            131,877 

財 務 費 131,877  

経 常 事 業 外 収 支 差 金           4,523,142 

経 常 収 支 差 金          36,403,210 

特

別

収

支 

特 別 収 入           230,644 

固 定 資 産 売 却 益 230,644  

特 別 支 出            740,858 

固 定 資 産 売 却 損 1,437  

固 定 資 産 除 却 損 325,585  

そ の 他 の 特 別 支 出 413,835  

中 間 事 業 収 支 差 金          35,892,996 

 

中 間 事 業 収 支 差 金          35,892,996 

事 業 収 支 剰 余 金   35,892,996  
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（ 一 般 勘 定 ） 

科      目 金      額 

経 
 
 

常 
 
 

事 
 
 

業 
 
 

収 
 
 

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入      346,542,051 

受 信 料 340,904,969  

交 付 金 収 入 1,815,789  

副 次 収 入 3,821,293  

経 常 事 業 支 出      315,378,766 

国 内 放 送 費 147,467,172  

国 際 放 送 費 9,466,429  

国内放送番組等配信費 5,296,292  

国際放送番組等配信費 1,118,794  

契 約 収 納 費 19,673,432  

受 信 対 策 費 259,578  

広 報 費 2,876,883  

調 査 研 究 費 2,481,698  

給 与 55,606,192  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 22,950,572  

共 通 管 理 費 8,793,149  

減 価 償 却 費 34,586,051  

未収受信料欠損償却費 4,802,518  

経 常 事 業 収 支 差 金      31,163,284 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入       4,654,682 

財 務 収 入 1,535,036  

雑 収 入 3,119,645  

経 常 事 業 外 支 出        131,877 

財 務 費 131,877  

経 常 事 業 外 収 支 差 金         4,522,804 

経 常 収 支 差 金      35,686,089 

特 
 

別 
 

収 
 

支 

特 別 収 入         230,644 

固 定 資 産 売 却 益 230,644  

特 別 支 出        740,858 

固 定 資 産 売 却 損 1,437  

固 定 資 産 除 却 損 325,585  

そ の 他 の 特 別 支 出 413,835  

中 間 事 業 収 支 差 金      35,175,875 

 

中 間 事 業 収 支 差 金      35,175,875 

事 業 収 支 剰 余 金 35,175,875  
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（有料インターネット活用業務勘定） 

科      目 金      額 

経

常

事

業

収

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入       2,792,813 

放送番組等有料配信収入 2,792,813  

経 常 事 業 支 出       1,504,256 

放送番組等有料配信費 1,399,420  

広 報 費 15,318  

給 与 48,583  

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 17,624  

共 通 管 理 費 22,314  

減 価 償 却 費 994  

経 常 事 業 収 支 差 金       1,288,557 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入            337 

雑 収 入 337  

経 常 事 業 外 収 支 差 金            337 

経 常 収 支 差 金       1,288,895 

中 間 事 業 収 支 差 金       1,288,895 

 

中 間 事 業 収 支 差 金       1,288,895 

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ 571,773  

繰 越 欠 損 金 717,121  
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（ 受 託 業 務 等 勘 定 ） 

科      目 金      額 

経

常

事

業

収

支 

  千円 

経 常 事 業 収 入        1,382,067 

受 託 業 務 等 収 入 1,382,067  

経 常 事 業 支 出       1,061,221 

受 託 業 務 等 費 1,061,221  

経 常 事 業 収 支 差 金         320,846 

中 間 事 業 収 支 差 金         320,846 

   

中 間 事 業 収 支 差 金         320,846 

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ        320,846  
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中 間 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

 令和 5年 4月 1 日から 

令和 5年 9月 30 日まで 

 

（ 協 会 全 体 ）                                  （単位 千円） 

科 目 
資 本 

純資産合計 承継 
資本 

固定資産 
充当資本 

剰 余 金 
建設積立金 還元目的積立金 繰越剰余金 

前 期 末 残 高 163,375 468,287,164 169,319,235 － 248,759,573 886,529,348 
当中間期変動額       
 資本支出充当 － △12,404,660 － － 12,404,660 － 

中間事業収支差金 － － － － 35,892,996 35,892,996 
還元目的積立金繰入れ － － － 192,000,000 △192,000,000 － 

当中間期変動額合計 － △12,404,660 － 192,000,000 △143,702,343 35,892,996 
当中間期末残高 163,375 455,882,504 169,319,235 192,000,000 105,057,230 922,422,344 

 

（ 一 般 勘 定 ）                                 （単位 千円） 

科 目 
資 本 

純資産合計 承継 
資本 

固定資産 
充当資本 

剰 余 金 
建設積立金 還元目的積立金 繰越剰余金 

前 期 末 残 高 163,375 468,287,164 169,319,235 － 249,476,694 887,246,469 
当中間期変動額       
 資本支出充当 － △12,404,660 － － 12,404,660 － 

中間事業収支差金 － － － － 35,175,875 35,175,875 
還元目的積立金繰入れ － － － 192,000,000 △192,000,000 － 

当中間期変動額合計 － △12,404,660 － 192,000,000 △144,419,464 35,175,875 
当中間期末残高 163,375 455,882,504 169,319,235 192,000,000 105,057,230 922,422,344 

 

（有料インターネット活用業務勘定）     （単位 千円） 

科 目 

純 資 産 
資 本 
剰 余 金 
繰越欠損 金 

前 期 末 残 高 △   717,121 
当 中 間 期 変 動 額  

中間事業収支差金 1,288,895 
一般勘定への繰入れ △    571,773 

当 中 間 期 変 動 額 合 計 717,121 
当 中 間 期 末 残 高 － 

 
（受託業務等勘定）             （単位 千円） 

科 目 

純 資 産 
資 本 
剰 余 金 
繰越剰余 金 

前 期 末 残 高 － 
当 中 間 期 変 動 額  

中間事業収支差金 320,846 
一般勘定への繰入れ △    320,846 

当 中 間 期 変 動 額 合 計 － 
当 中 間 期 末 残 高 － 
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中間キャッシュ･フロー計算書 
 

令和 5 年 4月 1 日から 

令和 5 年 9月 30 日まで 

（ 協 会 全 体 ） 

                               （単位 千円） 

区        分 金     額 

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー   
 中間事業収支差金  35,892,996 
 減価償却費  34,731,655 
 退職給付引当金の増減額 △ 4,793,367 
 前払年金費用の増減額 △ 2,553,833 
 役員退任引当金の増減額 △ 54,530 
 未収受信料欠損引当金の増減額  1,927,707 
 国際催事放送権料引当金の増減額 △ 4,379,402 
 受取利息及び受取配当金 △ 1,535,036 
 固定資産売却益 △ 230,644 
 固定資産除却損  325,585 
 固定資産売却損  1,437 
 受信料未収金の増減額 △ 4,696,743 
 番組勘定の増減額 △ 5,336,537 
 未収金の増減額  1,462,127 
 前払費用の増減額 △ 3,143,178 
 未払金の増減額 △ 12,401,301 
 未払消費税等の増減額  6,190,086 
 受信料前受金の増減額  11,075,262 
 その他   542,903 

事業活動によるキャッシュ･フロー  53,025,185 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー   
 定期預金の預入による支出 △ 62,000,000 
 定期預金の払戻による収入  60,000,000 
 有価証券の取得による支出 △ 434,000,000 
 有価証券の売却・償還による収入  444,600,000 
 固定資産の取得による支出 △ 23,472,352 
 固定資産の売却による収入  206,216 
 長期保有有価証券の取得による支出 △ 31,200,000 
 差入保証金の増減額 △ 180,273 
 利息及び配当金の受取額  1,510,787 
 その他 △ 114,500 

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 44,650,122 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ･フロー   
 リース債務の返済による支出 △ 350,500 

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 350,500 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  8,024,563 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  10,041,451 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高  18,066,014 
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中 間 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

 令和 5年 4月 1 日から 

令和 5年 9月 30 日まで 

 

（ 協 会 全 体 ）                                  （単位 千円） 

科 目 
資 本 

純資産合計 承継 
資本 

固定資産 
充当資本 

剰 余 金 
建設積立金 還元目的積立金 繰越剰余金 

前 期 末 残 高 163,375 468,287,164 169,319,235 － 248,759,573 886,529,348 
当中間期変動額       
 資本支出充当 － △12,404,660 － － 12,404,660 － 

中間事業収支差金 － － － － 35,892,996 35,892,996 
還元目的積立金繰入れ － － － 192,000,000 △192,000,000 － 

当中間期変動額合計 － △12,404,660 － 192,000,000 △143,702,343 35,892,996 
当中間期末残高 163,375 455,882,504 169,319,235 192,000,000 105,057,230 922,422,344 

 

（ 一 般 勘 定 ）                                 （単位 千円） 

科 目 
資 本 

純資産合計 承継 
資本 

固定資産 
充当資本 

剰 余 金 
建設積立金 還元目的積立金 繰越剰余金 

前 期 末 残 高 163,375 468,287,164 169,319,235 － 249,476,694 887,246,469 
当中間期変動額       
 資本支出充当 － △12,404,660 － － 12,404,660 － 

中間事業収支差金 － － － － 35,175,875 35,175,875 
還元目的積立金繰入れ － － － 192,000,000 △192,000,000 － 

当中間期変動額合計 － △12,404,660 － 192,000,000 △144,419,464 35,175,875 
当中間期末残高 163,375 455,882,504 169,319,235 192,000,000 105,057,230 922,422,344 

 

（有料インターネット活用業務勘定）     （単位 千円） 

科 目 

純 資 産 
資 本 
剰 余 金 
繰越欠損 金 

前 期 末 残 高 △   717,121 
当 中 間 期 変 動 額  

中間事業収支差金 1,288,895 
一般勘定への繰入れ △    571,773 

当 中 間 期 変 動 額 合 計 717,121 
当 中 間 期 末 残 高 － 

 
（受託業務等勘定）             （単位 千円） 

科 目 

純 資 産 
資 本 
剰 余 金 
繰越剰余 金 

前 期 末 残 高 － 
当 中 間 期 変 動 額  

中間事業収支差金 320,846 
一般勘定への繰入れ △    320,846 

当 中 間 期 変 動 額 合 計 － 
当 中 間 期 末 残 高 － 
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中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間資本等変動計算書 

及び中間キャッシュ・フロー計算書に関する説明書 
 

 

１ 中間財務諸表の作成に関する重要な会計方針 

日本放送協会（以下「協会」という。）の会計については、放送法及び放送法施行規則の定めるところ

により、これに定めのないものについては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従っており

ます。 

また、中間財務諸表の様式は、放送法施行規則に定める書式に従っております。なお、放送法及び放

送法施行規則の定めによるものについては、中間財務諸表にその旨を明示しております。 

 

 

１.１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 償却原価法（定額法）によっております。 

(2) 子会社及び関連会社株式 ･････････････････････････････････････････････････ 移動平均法に基づく原価法によっております。 

(3) その他有価証券(市場価格のない株式等)   

 ･･･････････････   移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

 

１.２ 番組勘定の評価基準及び評価方法 

個別法に基づく原価法によっております。なお、放送を実施する可能性が低下したものについては、

帳簿価額を切り下げております。 

 

 

１.３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

「建物」「構築物」････････････････････････････････････････････････････････････････････ 定額法によっております。 

「機械及び装置」「車両及び運搬具」「器具」･････ 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

  建  物 5～50 年 

  構 築 物 10～60 年 

  機械及び装置 5～15 年 

  車両及び運搬具 4～ 7 年 

  器  具 3～41 年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）････････････････････････････ 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

施設利用権 15～20 年 

自社利用のソフトウェア    見込利用可能期間（5年） 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

････････････････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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１.４ 引当金の計上基準 

(1) 未収受信料欠損引当金 ･･･････   受信料未収金の収納不能見込額を実績率により計上しております。 

 

(2) 退職給付引当金 ･･･････････････････････    職員の退職給付に備えるため､当年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、中間期末において必要と認められる額を計

上しております。 

 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を中間期末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（5年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各年度の発生時における職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として 15 年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌年度から費用処理しております。 

 

(3) 役員退任引当金 ･･･････････････････････    役員退任手当の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

 

(4) 国際催事放送権料引当金 ･････     スポーツ大会等国際的な催事に関する放送権料の支払いに備えるた

め、開催地決定時より放送実施までの期間に放送権料の合理的見積額

を計上しております。なお、当該科目は、「企業会計原則注解 注 18」

における引当金とは異なり、放送法施行規則の規定により特別に認め

られた引当金であります。 

 

 

１.５ 収益の計上基準 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 令和 2年 3月 31 日）及び「収益認識に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30号 令和 3年 3月 26 日）を適用しております。 

 協会の収益に関する主なものは放送受信契約者より支払われる受信料であり、日本放送協会放送受信

規約に基づく放送受信料を毎月の収益として計上しております。 

 

 

１.６ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

  

１.７ 固定資産の減損会計 

固定資産の減損会計については、放送法施行規則の規定により、「固定資産の減損に係る独立行政法

人会計基準」によっております。 
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中間財産目録、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間資本等変動計算書 

及び中間キャッシュ・フロー計算書に関する説明書 
 

 

１ 中間財務諸表の作成に関する重要な会計方針 

日本放送協会（以下「協会」という。）の会計については、放送法及び放送法施行規則の定めるところ

により、これに定めのないものについては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従っており

ます。 

また、中間財務諸表の様式は、放送法施行規則に定める書式に従っております。なお、放送法及び放

送法施行規則の定めによるものについては、中間財務諸表にその旨を明示しております。 

 

 

１.１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 償却原価法（定額法）によっております。 

(2) 子会社及び関連会社株式 ･････････････････････････････････････････････････ 移動平均法に基づく原価法によっております。 

(3) その他有価証券(市場価格のない株式等)   

 ･･･････････････   移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

 

１.２ 番組勘定の評価基準及び評価方法 

個別法に基づく原価法によっております。なお、放送を実施する可能性が低下したものについては、

帳簿価額を切り下げております。 

 

 

１.３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

「建物」「構築物」････････････････････････････････････････････････････････････････････ 定額法によっております。 

「機械及び装置」「車両及び運搬具」「器具」･････ 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

  建  物 5～50 年 

  構 築 物 10～60 年 

  機械及び装置 5～15 年 

  車両及び運搬具 4～ 7 年 

  器  具 3～41 年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）････････････････････････････ 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

施設利用権 15～20 年 

自社利用のソフトウェア    見込利用可能期間（5年） 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

････････････････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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１.８ 中間キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から 3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 17 -



- 18 - 

 

- 17 - 

１.８ 中間キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から 3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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２ 資産、負債、純資産及び損益の状況 
 

２.１ 比 較 中 間 貸 借 対 照 表  

 
（ 協 会 全 体 ） 

   （単位 千円） 

区 分 令和4年度末 令和5年度中間期末 増       減 

資 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 

現 金 及 び 預 金 

受 信 料 未 収 金 

 未収受信料欠損引当金 

有 価 証 券 

番 組 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 金 

その他の流動資産 

70,041,451 

14,110,719 

△  10,187,000 

468,600,000 

6,240,790 

2,396,919 

7,328,503 

2,205,843 

80,066,014  

 18,807,462  

△  12,114,707  

496,600,000  

 11,577,328  

 5,540,097  

 5,888,314  

 2,893,605 

10,024,563 

  4,696,743  

△   1,927,707  

 28,000,000  

 5,336,537  

 3,143,178  

△   1,440,188  

 687,761 

流 動 資 産 合 計 
( 43.2) 

560,737,227 

( 46.1) 

609,258,117 

 

48,520,889 

有 形 固 定 資 産 

建     物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車両及び運搬具 

器 具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

出資その他の資産 

長期保有有価証券 

出 資 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

その他の出資その他の資産 

426,189,462 

160,643,695 

59,062,746 

125,305,181 

764,941 

3,445,404 

53,853,575 

23,113,917 

11,982,527 

129,071,739 

95,339,929 

11,875,075 

257,200 

18,501,097 

3,098,435 

404,745,932  

155,726,863 

  56,795,025 

109,105,198 

673,921 

2,783,339 

53,889,648  

 25,771,934  

 13,644,321  

124,351,583  

 87,942,239  

 11,875,075  

 177,669  

 21,054,931  

 3,301,667 

△ 21,443,530 

△  4,916,831 

△  2,267,720 

△  16,199,982 

△    91,019 

 △   662,064 

36,073 

2,658,016 

1,661,793 

△  4,720,155 

△  7,397,690 

－ 

△     79,530 

2,553,833 

203,231 

固 定 資 産 合 計 
( 43.7) 

567,243,729 

( 41.1) 

542,741,837 

 

△ 

 

24,501,892 

建 設 積 立 資 産 169,319,235 169,319,235  － 

特 定 資 産 合 計 
( 13.1) 

169,319,235 

( 12.8) 

169,319,235 

 

 

 

－ 

資 産 合 計 
(100.0) 

1,297,300,191 

(100.0) 

1,321,319,189 

 

 

 

24,018,997 
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 （単位 千円） 

区 分 令和4年度末 令和5年度中間期末 増       減 

負 
 
 
 
 
 
 

債 
 
 
 
 
 
 

・ 
 
 
 
 
 
 

純 
 
 
 

資 
 
 
 

産 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

受 信 料 前 受 金 

短期リース債務 

その他の流動負債 

67,556,933 

24,333,040 

3,406,305 

145,117,251 

633,315 

1,289,258 

48,378,885 

 23,199,825  

 9,596,391 

156,192,514 

 494,455  

2,153,349 

△  19,178,047 

△   1,133,214 

6,190,086 

11,075,262 

△     138,859 

864,090 

流 動 負 債 合 計 
( 18.7) 

242,336,104 

( 18.2) 

240,015,421 

 

△   2,320,682 

退職給付引当金 

役員退任引当金 

国際催事放送権料引当金 

長期リース債務 

その他の固定負債 

134,355,963 

145,560 

32,853,094 

452,282 

627,838 

129,562,596  

 91,030  

 28,473,691  

 240,642  

 513,463 

△   4,793,367 

△     54,530 

△   4,379,402 

△    211,640 

△    114,375 

固 定 負 債 合 計 
( 13.0) 

168,434,739 

( 12.0) 

158,881,423 

 

△ 

 

9,553,316 

負 債 合 計 
( 31.7) 

410,770,843 

( 30.2) 

398,896,844 

 

△  11,873,999 

資 本 

承 継 資 本 

固定資産充当資本 

剰 余 金 

建 設 積 立 金 

還元目的積立金 

繰 越 剰 余 金 

886,529,348 

163,375 

468,287,164 

418,078,808 

169,319,235 

- 

248,759,573 

922,422,344  

 163,375 

455,882,504  

466,376,465 

169,319,235 

 192,000,000 

105,057,230 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

35,892,996 

－ 

12,404,660 

48,297,656 

－ 

192,000,000 

143,702,343 

純 資 産 合 計 
( 68.3) 

886,529,348 

( 69.8) 

922,422,344 

 

 

 

35,892,996 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

1,297,300,191 

(100.0) 

1,321,319,189 

 

 

 

24,018,997 

注 （ ）内は、資産合計及び負債純資産合計を 100 とした構成比率(%)であります。
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２ 資産、負債、純資産及び損益の状況 
 

２.１ 比 較 中 間 貸 借 対 照 表  

 
（ 協 会 全 体 ） 

   （単位 千円） 

区 分 令和4年度末 令和5年度中間期末 増       減 

資 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 

現 金 及 び 預 金 

受 信 料 未 収 金 

 未収受信料欠損引当金 

有 価 証 券 

番 組 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 金 

その他の流動資産 

70,041,451 

14,110,719 

△  10,187,000 

468,600,000 

6,240,790 

2,396,919 

7,328,503 

2,205,843 

80,066,014  

 18,807,462  

△  12,114,707  

496,600,000  

 11,577,328  

 5,540,097  

 5,888,314  

 2,893,605 

10,024,563 

  4,696,743  

△   1,927,707  

 28,000,000  

 5,336,537  

 3,143,178  

△   1,440,188  

 687,761 

流 動 資 産 合 計 
( 43.2) 

560,737,227 

( 46.1) 

609,258,117 

 

48,520,889 

有 形 固 定 資 産 

建     物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車両及び運搬具 

器 具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

出資その他の資産 

長期保有有価証券 

出 資 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

その他の出資その他の資産 

426,189,462 

160,643,695 

59,062,746 

125,305,181 

764,941 

3,445,404 

53,853,575 

23,113,917 

11,982,527 

129,071,739 

95,339,929 

11,875,075 

257,200 

18,501,097 

3,098,435 

404,745,932  

155,726,863 

  56,795,025 

109,105,198 

673,921 

2,783,339 

53,889,648  

 25,771,934  

 13,644,321  

124,351,583  

 87,942,239  

 11,875,075  

 177,669  

 21,054,931  

 3,301,667 

△ 21,443,530 

△  4,916,831 

△  2,267,720 

△  16,199,982 

△    91,019 

 △   662,064 

36,073 

2,658,016 

1,661,793 

△  4,720,155 

△  7,397,690 

－ 

△     79,530 

2,553,833 

203,231 

固 定 資 産 合 計 
( 43.7) 

567,243,729 

( 41.1) 

542,741,837 

 

△ 

 

24,501,892 

建 設 積 立 資 産 169,319,235 169,319,235  － 

特 定 資 産 合 計 
( 13.1) 

169,319,235 

( 12.8) 

169,319,235 

 

 

 

－ 

資 産 合 計 
(100.0) 

1,297,300,191 

(100.0) 

1,321,319,189 

 

 

 

24,018,997 
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２.２ 比 較 中 間 損 益 計 算 書 
（ 協 会 全 体 ） 

 （単位 千円） 

区 分 令和4年度中間期 令和5年度中間期 増 減 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

350,336,146 
(100.0) 

349,220,647 △ 1,115,499 
受 信 料 
交 付 金 収 入 
放送番組等有料配信収入 
副 次 収 入 
受 託 業 務 等 収 入 

342,855,207 
 1,953,477 
 2,679,097 
 2,320,836 
 527,527 

340,904,969 
 1,815,789 
 2,792,813 
 2,325,007 
 1,382,067 

△  1,950,237 
△   137,688 

 113,716 
 4,170 

 854,540 

経 常 事 業 支 出 
( 92.3) 

323,372,785 
( 90.9) 

317,340,579 △ 
 

6,032,206 
国 内 放 送 費 
国 際 放 送 費 
国内放送番組等配信費 
国際放送番組等配信費 
放送番組等有料配信費 
受 託 業 務 等 費 
契 約 収 納 費 
受 信 対 策 費 
広 報 費 
調 査 研 究 費 
給 与 
退職手当・厚生費 
共 通 管 理 費 
減 価 償 却 費 
未収受信料欠損償却費 

146,136,784 
 9,729,598 
 5,285,663 
1,106,633 
 1,371,272 

 30,652 
 20,855,179 

 270,067 
 2,681,122 
 2,338,779 
 56,084,163 
 25,784,795 
 8,746,187 
 37,868,095 
 5,083,789 

147,467,172 
 9,466,429 
 5,296,292 
 1,118,794 
 1,367,733 
 489,940 

 19,673,432 
 259,578 

 2,892,202 
 2,481,698 
 55,654,775 
 22,968,196 
 8,814,766 
 34,587,046 
 4,802,518 

  1,330,387 
△     263,168 

10,628 
12,160 

△    3,539 
459,287 

△  1,181,746 
△   10,489 

211,080 
142,919 

△     429,387 
△   2,816,598 

68,578 
△   3,281,048 
△    281,270 

経 常 事 業 収 支 差 金 
( 7.7) 

26,963,360 
( 9.1) 

31,880,068 
 

4,916,707 
経

常

事

業

外

収

支 

経 常 事 業 外 収 入 
(  1.3) 

4,325,247 
(  1.3) 

4,655,020 
 

329,772 

財 務 収 入 
雑 収 入 

2,550,189 
 1,775,057 

1,535,036 
 3,119,983 

△   1,015,152 
1,344,925 

 経 常 事 業 外 支 出 
(  0.1) 
256,116 

(  0.0) 
131,877 

 
△    124,239 

財 務 費 256,116 131,877 △    124,239 

経常事業外収支差金 
 ( 1.2)  ( 1.3)  
 4,069,130  4,523,142 454,012 

経 常 収 支 差 金 
 
 

( 8.9) 
31,032,491 

 
 

( 10.4) 
36,403,210 

 
5,370,719 

特

別

収

支 

特 別 収 入 
(  0.3) 

1,185,547 
(  0.1) 
230,644 

 
△    954,903 

固 定 資 産 売 却 益 
固 定 資 産 受 贈 益 

1,180,919 
4,628 

230,644 
－ 

△    950,274 
△    4,628 

特 別 支 出 
(  0.3) 

1,057,614 
(  0.2) 
740,858 

 
 △   316,755 

固 定 資 産 売 却 損 
固 定 資 産 除 却 損 
その他の特別支出 

4,721 
 649,646 
 403,245 

1,437 
 325,585 
 413,835 

△    3,284 
 △    324,061 

10,589 

中 間 事 業 収 支 差 金 
( 8.9) 

   31,160,424 
( 10.3) 

   35,892,996 
 

 
4,732,571 

     

中 間 事 業 収 支 差 金 

事 業 収 支 剰 余 金 

31,160,424 

31,160,424 

35,892,996 

35,892,996 

 

 

4,732,571 

4,732,571 

注 （ ）内は、経常事業収入を 100 とした比率(%)であります。 
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２.２ 比 較 中 間 損 益 計 算 書 
（ 協 会 全 体 ） 

 （単位 千円） 

区 分 令和4年度中間期 令和5年度中間期 増 減 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

350,336,146 
(100.0) 

349,220,647 △ 1,115,499 
受 信 料 
交 付 金 収 入 
放送番組等有料配信収入 
副 次 収 入 
受 託 業 務 等 収 入 

342,855,207 
 1,953,477 
 2,679,097 
 2,320,836 
 527,527 

340,904,969 
 1,815,789 
 2,792,813 
 2,325,007 
 1,382,067 

△  1,950,237 
△   137,688 

 113,716 
 4,170 

 854,540 

経 常 事 業 支 出 
( 92.3) 

323,372,785 
( 90.9) 

317,340,579 △ 
 

6,032,206 
国 内 放 送 費 
国 際 放 送 費 
国内放送番組等配信費 
国際放送番組等配信費 
放送番組等有料配信費 
受 託 業 務 等 費 
契 約 収 納 費 
受 信 対 策 費 
広 報 費 
調 査 研 究 費 
給 与 
退職手当・厚生費 
共 通 管 理 費 
減 価 償 却 費 
未収受信料欠損償却費 

146,136,784 
 9,729,598 
 5,285,663 
1,106,633 
 1,371,272 

 30,652 
 20,855,179 

 270,067 
 2,681,122 
 2,338,779 
 56,084,163 
 25,784,795 
 8,746,187 
 37,868,095 
 5,083,789 

147,467,172 
 9,466,429 
 5,296,292 
 1,118,794 
 1,367,733 
 489,940 

 19,673,432 
 259,578 

 2,892,202 
 2,481,698 
 55,654,775 
 22,968,196 
 8,814,766 
 34,587,046 
 4,802,518 

  1,330,387 
△     263,168 

10,628 
12,160 

△    3,539 
459,287 

△  1,181,746 
△   10,489 

211,080 
142,919 

△     429,387 
△   2,816,598 

68,578 
△   3,281,048 
△    281,270 

経 常 事 業 収 支 差 金 
( 7.7) 

26,963,360 
( 9.1) 

31,880,068 
 

4,916,707 
経

常

事

業

外

収

支 

経 常 事 業 外 収 入 
(  1.3) 

4,325,247 
(  1.3) 

4,655,020 
 

329,772 

財 務 収 入 
雑 収 入 

2,550,189 
 1,775,057 

1,535,036 
 3,119,983 

△   1,015,152 
1,344,925 

 経 常 事 業 外 支 出 
(  0.1) 
256,116 

(  0.0) 
131,877 

 
△    124,239 

財 務 費 256,116 131,877 △    124,239 

経常事業外収支差金 
 ( 1.2)  ( 1.3)  
 4,069,130  4,523,142 454,012 

経 常 収 支 差 金 
 
 

( 8.9) 
31,032,491 

 
 

( 10.4) 
36,403,210 

 
5,370,719 

特

別

収

支 

特 別 収 入 
(  0.3) 

1,185,547 
(  0.1) 
230,644 

 
△    954,903 

固 定 資 産 売 却 益 
固 定 資 産 受 贈 益 

1,180,919 
4,628 

230,644 
－ 

△    950,274 
△    4,628 

特 別 支 出 
(  0.3) 

1,057,614 
(  0.2) 
740,858 

 
 △   316,755 

固 定 資 産 売 却 損 
固 定 資 産 除 却 損 
その他の特別支出 

4,721 
 649,646 
 403,245 

1,437 
 325,585 
 413,835 

△    3,284 
 △    324,061 

10,589 

中 間 事 業 収 支 差 金 
( 8.9) 

   31,160,424 
( 10.3) 

   35,892,996 
 

 
4,732,571 

     

中 間 事 業 収 支 差 金 

事 業 収 支 剰 余 金 

31,160,424 

31,160,424 

35,892,996 

35,892,996 

 

 

4,732,571 

4,732,571 

注 （ ）内は、経常事業収入を 100 とした比率(%)であります。 
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２.３ 資産の状況（一般勘定） 

 

 特 定 資 産 
 

建 設 積 立 資 産 （単位 千円） 

 区 分 令和 5年度中間期末 

 建 設 積 立 資 産 169,319,235 

注 建設積立資産は、将来の建設投資のために積み立てたものであります。 

 

 

 

２.４ 損益の状況（一般勘定） 
 

(1) 受 信 料 （単位 千円） 

 区 分 令和 5年度中間期 
令和 5 年 4 月 1 日～9 月 30 日  

 受 信 料 340,904,969 

 

なお、有料受信契約件数の増減状況は、次表のとおりであります。 
 

                    （単位 千件） 

区 分 令和 5年度中間期 
令和 5 年 4 月 1 日～9 月 30 日 

地 上 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

19,459 
△    61 

19,398 

衛 星 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

21,968 
△    30 

21,938 

特 別 契 約 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

16 
△    1 

15 

契 約 総 数 
年度初頭 
増 加 
中間期末 

41,443 
△     92 

41,351 

 

  

- 22 -



- 23 - 

 

(2） 減価償却費の内訳  （単位 千円） 

 
区   分 取 得 価 額 

令和 5 年度中間期 
償 却 額 

(令和 5 年 4 月 1 日～9 月 30 日) 
償却累計額 帳 簿 価 額 

償却累計率 

(%) 

 有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機械及び装置 

車両及び運搬具 

器 具 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

ソフトウェア 

1,395,263,167 

400,690,209 

188,050,953 

786,109,284 

9,661,943 

10,750,776 

67,303,758 

2,551,303 

64,752,454 

32,773,374 

5,455,840 

3,631,144 

22,715,777 

206,000 

764,611 

1,957,286 

84,796 

1,872,490 

1,070,187,109 

244,963,345 

131,255,928 

677,004,085 

8,988,021 

7,975,728 

58,281,029 

1,467,028 

56,814,000 

325,076,057 

155,726,863 

56,795,025 

109,105,198 

673,921 

2,775,047 

9,022,729 

1,084,275 

7,938,454 

76.7 

61.1 

69.8 

86.1 

93.0 

74.2 

86.6 

57.5 

87.7 

 合   計 1,462,566,926 34,730,660 1,128,468,139 334,098,786 77.2 

注 中間損益計算書における減価償却費34,586,051千円は、令和5年度中間期償却額34,730,660

千円に、令和 4年度において番組勘定に計上した 248,394 千円を加え、令和 5年度中間期に

おいて番組勘定に計上した 393,003 千円を差し引いたものであります。 

 

 

(3） 特 別 収 入 

特別収入２３０，６４４千円の内容は、主として土地の交換による交換差益であります。 

  

 
(4） 特 別 支 出 

特別支出７４０，８５８千円の内容は、主として機械及び装置の除却による固定資産除却損

であります。 

なお、その他の特別支出は、固定資産減損損失等であります。固定資産減損損失の内訳は次

表のとおりであります。 

（単位 千円） 

種 類 用 途 資 産 名 称 減損損失 額 

建 物 等 非 現 用 資 産 多摩川寮（神奈川県） 313,835 

 
注１ 将来使用する見込みがなくなった資産について、減損損失を計上しております。 

２ 当該資産の回収可能サービス価額は、正味売却価額により測定しております。 
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２.５ 金融商品の時価に関する事項 
 

(1)  金融商品の状況に関する事項 
協会は、資金の運用にあたっては、短期の預金（定期預金や譲渡性預金）及び長期の公社債に限

定して運用しております。短期の運用については、金融機関の財政状況等を踏まえて運用対象機関

を絞り込むとともに、長期の運用については、国債、政府保証債及び格付けの高い事業債を購入し、

リスク低減を図っております。 

 

(2)  金融商品の時価等に関する事項 
中間期末日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次表のとおりで

あります。なお、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、注記を省略しております。 

（単位 千円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

 有 価 証 券 

満期保有目的の債券 

譲 渡 性 預 金 

753,861,474 

319,861,474 

434,000,000 

751,130,410 

317,130,410 

434,000,000 

△ 2,731,064 

△ 2,731,064 

－ 

注 関係会社出資及びその他の出資 11,875,075 千円については、市場価格のない株式等に該当す

るため、「(2) 金融商品の時価等に関する事項 有価証券」には含めておりません。 

 

(3)  保有する有価証券の状況 

 

ア  保有する有価証券の銘柄及び資産区分の内訳（令和 5年 9月 30 日現在） （単位 千円） 

 区 分 有 価 証 券 長期保有有価証券 建設積立資産 合   計 

 満期保有目的の債券 
国 債 
政 府 保 証 債 
非 政 府 保 証 債 
地 方 債 
事 業 債 

譲 渡 性 預 金 

62,600,000 
－ 
－ 

6,500,000 
1,100,000 
55,000,000 
434,000,000 

87,942,239 
11,761,474 

－ 
36,880,765 
16,100,000 
23,200,000 

－ 

169,319,235 
－ 

5,900,000 
59,219,235 
7,000,000 
97,200,000 

－ 

319,861,474 
11,761,474 
5,900,000 

102,600,000 
24,200,000 
175,400,000 
434,000,000 

 合 計 496,600,000 87,942,239 169,319,235 753,861,474 

  

イ 満期保有目的の債券の内訳（令和 5年 9月 30 日現在） （単位 千円） 

  区 分 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 摘    要 

 国 債 
政 府 保 証 債 
非 政 府 保 証 債 
地 方 債 
事 業 債 

11,761,474 
5,900,000 

102,600,000 
24,200,000 
175,400,000 

11,356,840 
5,925,800 

101,867,140 
23,745,230 
174,235,400 

△ 
 
△ 
△ 
△ 

404,634 
25,800 
732,860 
454,770 

1,164,600 

 
日本高速道路保有・債務返済機構債券ほか 
地方公共団体金融機構債券ほか 
共同発行市場公募地方債ほか 
中日本高速道路㈱社債ほか 

 合 計 319,861,474 317,130,410 △ 2,731,064  
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(4)  満期保有目的の債券等の今後の償還予定額（令和 5年 9月 30 日現在） 

（単位 千円） 

 区 分 中間貸借対照表計上額 1 年 以 内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 

 満期保有目的の債券 
国 債 
政 府 保 証 債 
非政府保証債 
地 方 債 
事 業 債 

譲 渡 性 預 金 

 
11,761,474 
5,900,000 

102,600,000 
24,200,000 
175,400,000 
434,000,000 

 
－ 
－ 

6,500,000 
1,100,000 

55,000,000 
434,000,000 

 
999,553 

5,900,000 
81,800,000 
10,200,000 
107,500,000 

－ 

 
10,761,920 

－ 
14,300,000 
12,900,000 
12,900,000 

－ 

 合 計 753,861,474 496,600,000 206,399,553 50,861,920 

  

(5) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

3つのレベルに分類しております。 

レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

有価証券は、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計であります。 

有価証券のうち譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 

有価証券のうち満期保有目的の債券は相場価格を用いて評価しております。 

 

金融商品の時価の分類とその時価は、次のとおりであります。 

国債は、活発な市場で取引されているため、レベル 1 の時価に分類しており、その時価は

11,356,840 千円であります。政府保証債、非政府保証債、地方債及び事業債は、市場での取引頻

度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル 2 の時価に分類しており、

その時価は政府保証債 5,925,800 千円、非政府保証債 101,867,140 千円、地方債 23,745,230 千

円、事業債 174,235,400 千円であります。 

 

 

２.６ 担保提供に関する事項 
 

該当事項はありません。 
 

 

２.７ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 
 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 25 -



- 26 - 

２.８ 収益認識に関する事項 
 

(1)  収益の分解情報 

 （単位 千円） 

 区 分 令和 5年度中間期 
令和 5 年 4 月 1 日～9 月 30 日 

 受 信 料 340,904,969 

 そ の 他 8,315,677 

 合 計 349,220,647 

  注 その他は交付金収入、副次収入等であります。 

 

(2)  収益を理解するための基礎となる情報 
 「１ 中間財務諸表の作成に関する重要な会計方針 １.５ 収益の計上基準」に同様の内容を記

載しております。 

 

(3)  当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 
受信料前受金は、通常、受信契約者から前払いで受信料を受領した場合に計上され、収益の認識

に伴い取り崩されます。 

   

 

３ 重要な後発事象に関する事項 

 
   該当事項はありません。 
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(4)  満期保有目的の債券等の今後の償還予定額（令和 5年 9月 30 日現在） 

（単位 千円） 

 区 分 中間貸借対照表計上額 1 年 以 内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 

 満期保有目的の債券 
国 債 
政 府 保 証 債 
非政府保証債 
地 方 債 
事 業 債 

譲 渡 性 預 金 

 
11,761,474 
5,900,000 

102,600,000 
24,200,000 
175,400,000 
434,000,000 

 
－ 
－ 

6,500,000 
1,100,000 

55,000,000 
434,000,000 

 
999,553 

5,900,000 
81,800,000 
10,200,000 
107,500,000 

－ 

 
10,761,920 

－ 
14,300,000 
12,900,000 
12,900,000 

－ 

 合 計 753,861,474 496,600,000 206,399,553 50,861,920 

  

(5) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

3つのレベルに分類しております。 

レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

有価証券は、有価証券、長期保有有価証券及び建設積立資産の合計であります。 

有価証券のうち譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 

有価証券のうち満期保有目的の債券は相場価格を用いて評価しております。 

 

金融商品の時価の分類とその時価は、次のとおりであります。 

国債は、活発な市場で取引されているため、レベル 1 の時価に分類しており、その時価は

11,356,840 千円であります。政府保証債、非政府保証債、地方債及び事業債は、市場での取引頻

度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル 2 の時価に分類しており、

その時価は政府保証債 5,925,800 千円、非政府保証債 101,867,140 千円、地方債 23,745,230 千

円、事業債 174,235,400 千円であります。 

 

 

２.６ 担保提供に関する事項 
 

該当事項はありません。 
 

 

２.７ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 
 

該当事項はありません。 
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４ 中間貸借対照表及び中間損益計算書についての勘定相互間の相殺消去等 
 

（ 中 間 貸 借 対 照 表 ） 
令和 5年 9月 30 日現在 

 

（単位 千円） 

科   目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合  計 

流 動 資 産 合 計 608,559,721 771,135 112,678 △ 185,419 609,258,117 

現 金 及 び 預 金 80,066,014 － －  － 80,066,014 

受 信 料 未 収 金 6,692,755 － －  － 6,692,755 

有 価 証 券 496,600,000 － －  － 496,600,000 

番 組 勘 定 11,577,328 － －  － 11,577,328 

前 払 費 用 5,540,097 － －  － 5,540,097 

有料インターネット活用 153,340 － － △ 153,340 － 

業務勘定短期貸付金       

受託業務等勘定短期貸付金 32,078 － － △ 32,078 － 

未 収 金 5,004,500 771,135 112,678  － 5,888,314 

その他の流動資産 2,893,605 － －  － 2,893,605 

固 定 資 産 合 計 542,733,545 8,291 －  － 542,741,837 

有 形 固 定 資 産 404,737,640 8,291 －  － 404,745,932 

建 物 155,726,863 － －  － 155,726,863 

構 築 物 56,795,025 － －  － 56,795,025 

機 械 及 び 装 置 109,105,198 － －  － 109,105,198 

車両及び運搬具 673,921 － －  － 673,921 

器 具 2,775,047 8,291 －  － 2,783,339 

土 地 53,889,648 － －  － 53,889,648 

建 設 仮 勘 定 25,771,934 － －  － 25,771,934 

無 形 固 定 資 産 13,644,321 － －  － 13,644,321 

無 形 固 定 資 産 13,644,321 － －  － 13,644,321 

出資その他の資産    124,351,583 － －  －    124,351,583 

長期保有有価証券 87,942,239 － －  － 87,942,239 

出 資 11,875,075 － －  － 11,875,075 

長 期 前 払 費 用 177,669 － －  － 177,669 

前 払 年 金 費 用 21,054,931 － －  － 21,054,931 

その他の出資その他の資産 3,301,667 － －  － 3,301,667 

特 定 資 産 合 計 169,319,235 － －  － 169,319,235 

建 設 積 立 資 産 169,319,235 － －  － 169,319,235 

資 産 合 計 1,320,612,502 779,427 112,678 △ 185,419 1,321,319,189 
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（単位 千円） 

科   目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合  計 

流 動 負 債 合 計 239,315,666  772,495 112,678 △ 185,419 240,015,421 

一般勘定短期借入金 －  153,340 32,078 △ 185,419 － 

未 払 金 47,891,932  486,927 25  － 48,378,885 

未 払 費 用 23,199,825  － －  － 23,199,825 

未 払 消 費 税 等 9,428,184  111,591 56,614  － 9,596,391 

受 信 料 前 受 金 156,192,514  － －  － 156,192,514 

短期リース債務 492,266  2,188 －  － 494,455 

その他の流動負債 2,110,941  18,447 23,959  － 2,153,349 

固 定 負 債 合 計 158,874,491  6,931 －  － 158,881,423 

退職給付引当金 129,562,596  － －  － 129,562,596 

役員退任引当金 91,030  － －  － 91,030 

国際催事放送権料引当金 28,473,691  － －  － 28,473,691 

長期リース債務 233,710  6,931 －  － 240,642 

その他の固定負債 513,463  － －  － 513,463 

負 債 合 計 398,190,157  779,427 112,678 △ 185,419 398,896,844 

承 継 資 本 163,375  － －  － 163,375 

固定資産充当資本 455,882,504  － －  － 455,882,504 

剰余金（欠損金） 466,376,465  － －  － 466,376,465 

純 資 産 合 計 922,422,344  － －  － 922,422,344 

負 債 純 資 産 合 計 1,320,612,502  779,427 112,678 △ 185,419 1,321,319,189 
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（ 中 間 損 益 計 算 書 ） 

令和 5年 4月 1 日から 

令和 5年 9月 30 日まで 

 

（単位 千円）  

科   目 一 般 勘 定 有料インターネット活用業務勘定 受託業務等勘定 相殺消去等 合  計 

経 常 事 業 収 入 346,542,051 2,792,813 1,382,067 △ 1,496,286 349,220,647 

受 信 料  340,904,969  － －  －  340,904,969  

交 付 金 収 入  1,815,789  － －  －  1,815,789  

放送番組等有料配信収入 － 2,792,813 －  － 2,792,813 

副 次 収 入 3,821,293 － － △ 1,496,286 2,325,007 

受託業務等収入 － － 1,382,067  － 1,382,067 

経 常 事 業 支 出 315,378,766 1,504,256 1,061,221 △ 603,665 317,340,579 

国 内 放 送 費  147,467,172  － －  －  147,467,172  

国 際 放 送 費  9,466,429  － －  －  9,466,429  

国内放送番組等配信費  5,296,292  － －  －  5,296,292  

国際放送番組等配信費  1,118,794  － －  －  1,118,794  

放送番組等有料配信費 － 1,399,420 － △ 31,686 1,367,733 

受 託 業 務 等 費 － － 1,061,221 △ 571,281 489,940 

契 約 収 納 費  19,673,432  － －  －  19,673,432  

受 信 対 策 費  259,578  － －  －  259,578  

広 報 費 2,876,883 15,318 －  － 2,892,202 

調 査 研 究 費  2,481,698  － －  －  2,481,698  

給 与  55,606,192  48,583 －  － 55,654,775 

退職手当・厚生費  22,950,572  17,624 －  － 22,968,196 

共 通 管 理 費  8,793,149  22,314 － △ 698  8,814,766  

減 価 償 却 費  34,586,051  994 －  －  34,587,046  

未収受信料欠損償却費  4,802,518  － －  －  4,802,518  

経 常 事 業 収 支 差 金 31,163,284 1,288,557 320,846 △ 892,620 31,880,068 

経 常 事 業 外 収 入 4,654,682 337 －  － 4,655,020 

財 務 収 入 1,535,036 － －  － 1,535,036 

雑 収 入 3,119,645 337 －  － 3,119,983 

経 常 事 業 外 支 出 131,877 － －  － 131,877 

財 務 費 131,877 － －  － 131,877 

経常事業外収支差金    4,522,804 337    －  －    4,523,142 

経 常 収 支 差 金 35,686,089  1,288,895 320,846 △ 892,620 36,403,210 

特 別 収 入  230,644 － －  －  230,644 

固定資産売却益 230,644 － －  － 230,644 

特 別 支 出 740,858 － －  － 740,858 

固定資産売却損 1,437 － －  － 1,437 

固定資産除却損 325,585 － －  － 325,585 

その他の特別支出 413,835 － －  － 413,835 

中 間 事 業 収 支 差 金 35,175,875 1,288,895 320,846 △ 892,620 35,892,996 
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５ 中間キャッシュ・フロー計算書に関する事項 
 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に表示されている科目の金額との関係は、

次表のとおりであります。 

 

 

                           （単位 千円） 

1) 現金及び預金勘定 80,066,014 

2) 預入期間が 3か月を超える定期預金 △ 62,000,000 

3) 取得日から 3か月以内に償還期限の到来する短期投資（有価証券） －  

 現金及び現金同等物(1+2+3) 18,066,014 
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